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我が国における評価と IR の現状と課題 

 

九州大学 基幹教育院  

小 湊  卓 夫 

 

これは第 1、第 2、第 4 分科会

の合同セッションということで、

取りあえず大学評価担当者集会

ということですので、評価とい

うことを一つの基軸にしながら、

ただ最近の日本の高等教育機関

が置かれている現状を踏まえる

と、IR の動きというものも、こ

こはまた去年くらいからですか、

随分活発になってきたというこ

ともありますので、いったんこ

こで過去を振り返りながら少し

流れを整理しておこうというこ

とになりました。そこで私のこの話をということで、タイトルはちょっと偉そうなんですが、日

本の評価と IR の現状と課題ということで少し課題提起をさせていただこうと思っております。 

 

流れとしては、ちょっとまだ

慣れていない方もいらっしゃる

かもしれませんので、IR につい

ての大まかな概略を少し簡単に

説明させていただこうと思って

おります。そして 2 番目にそれ

を踏まえながら、日本における

IR の変遷と現状、最後に課題と

いうことになりますけれども、

アメリカと日本では随分高等教

育機関の状況が違いますので、

アメリカ型の IR を導入しようと

してもなかなかうまくいかない

というのは、もう多くの方はご存じかもしれません。ですから日本独自のという言い方は少し変

ですが、日本にうまくフィットしたような形というのはどういうことがあるんだろうか、その可

能性を少し探るような、答えはありませんけれども、そのきっかけとなるような情報を提供でき

ればと思っております。 
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と課題
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小湊卓夫
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１．はじめに IR 概論 

最初に IR の概要ということですけれども、背景ですね。ここに書いてある通りですけれども。

日本の中で一体いつくらいから IR の議論が出始めたのかというと、少なくとも文献をいろいろ

と見ていくと、実は少なくとも 1970 年前後くらいからですね。ただそれはあくまでも研究者の

中で少しアメリカの状況が紹介されるというレベルのものでして、日本の中ではなかなかそれを

形にはできていなかったという現状があります。 

 

じゃあ具体的にそれが組織の

中で一つの役割、または見える

ような形として出てきたのはい

つくらいかとなると、私が見る

限りでは、やはり国立大学の法人

化以降が一つの大きなきっかけ

となったと理解しています。ひ

ょっとしたらもう少し違う状況

もあったかもしれませんけれど

も、私は少なくともそういう理

解をしているわけです。最初は

国立大学の評価の部門ですね。

新しい役割としてそれが出てき

たわけですけれども、アメリカの IR を見ても評価への支援というのは一つの大きな活動の柱に

なっています。国立大学が法人化する中で、中期目標、中期計画というのを策定してそれを 6 年

後に評価するという仕組みができましたので、計画の立案とその評価をどうするのかというのは

非常に大きな問題だったわけです。少なくとも国立大学はそういうことをやっていませんでした

ので。そこでいくつかの大学ではこの評価部門というのは一つ独立した形で、いろんな形態があ

りましたけれども、委員会形式のものだったり、事務組織の一つの部門として置いたりですね、

または評価室という形で教員を入れ込んだ組織、そして横の連携を取っていくというような組織

形態、いろいろありますが、そういうものが立ち上がっていきます。ただよくよく考えてみると、

何のために評価をするのかという話なんですけれども、当然いろんな課題を見つけてそれを改善

に結びつけるために評価というのを通常はやるわけです。そこを考えるとやはり大学のいろんな

改善支援ということを、自ずと役割として引き受けざるを得ない部分がある。そこを踏まえると、

やはりアメリカの IR 的な活動というのが、一部ですけれどもやはり求められるということもあ

って、当初から評価室を立ち上げた大学のいくつかでは、その辺を施行した試みが実は出てきて

いるということです。名古屋大学、九州大学、そして愛媛大学などが最初のよく見られる事例と

しては挙げられます。 

 それ以降、その前後くらいからアメリカの IR の事例の紹介というのは少しずつなされてきま

した。ただ一般的には研究者の視点から見て興味深い事例というものを取り出してきて紹介する

というのが大きな流れでした。ということは逆にいえば、昨日もちょっと話があったと思います

背景

• 日本におけるIRに関する議論は、国立大学法
人化以降、具体的に行われるようになった

• 最初は国立大学の評価部門、次に私立大学
も含め大学教育センター系の取組が注目さ
れる

• 米国の事例紹介もなされてはいるが、日本へ
の直接的導入は困難

• 近年、日本型IRの可能性が問われている

• ここではその概略を扱う

4



大学評価担当者集会 2014 第一分科会「大学の改善に活かす評価・IR」 

9 

が、アメリカの割と少人数で活動している IR のそういった紹介というのはほとんどなされない

ままに、日本人の研究者の目に付くような活動だけが取りあげられて紹介されているということ

もままあったわけです。ただそうやって紹介されていましたから、アメリカの IR を一つのモデ

ルとして日本の大学の中でどう展開していこうかということを考えたときに、アメリカの大学だ

ったからできた事例というのがいっぱいあるわけですけれども、そこがどうもあまり意識されな

いまま、何とかしてその事例をベースにしながら自分たちの大学の中でそれを形にできないかと

いう模索をする、そういう動きも一部あったかと思います。 

 ただ置かれている状況が随分違う。リソースを含めて、環境も随分違う中でそれはかなあり難

しい話だったと思われます。ですからここ 3、4 年でしょうか、研究者の中でも日本型の IR のあ

り方というものが少しずつ議論されるようになっています。そういう流れが実は背景としてある

かと思います。ここではまず最初に簡単に概略をお示ししながら、その流れを追っていこうと思

っております。 

 

 ここから先は全部引用のレベ

ルの話なので、さっと流してい

きたいと思いますが、IR をどう

とらえるか、その概念をどう理

解するのかということと、その

役割や機能というものにはどう

いうものがあるのかというお話

です。 

 日本の中では Saupe という人

の定義がよく取りあげられます。

どう書いてあるかというと、IR

という活動は機関、ここでいう

と大学ですが、大学の計画立案、

または政策形成、意思決定を支援するための情報、これを提供する目的で高等教育機関の内部で

行われる調査研究だということです。ただここで調査研究と書いてありますが、研究者がやるよ

うな研究というイメージとはちょっと違うわけです。その大学が持っている文脈、または抱えて

いる背景、それに基づいて例えばある特定の観点からそのデータ等々を持ちながら課題を抽出し

たり、現状を把握するためのデータ整理をするというような話です。ただここには、Saupe の定

義の中では、計画立案だとか政策形成、意思決定などを支援するというふうに書かれていますが、

じゃあ具体的にはアメリカの中でどういうことが求められているのかということです。それを

Thorpe という方がまとめたものがあります。九つの類型に分けて展開していますけれども、こ

れも形式的な話というレベルで理解してもらえればと思います。後でもお話ししますが、確かに

計画策定の支援だとか、意思決定の支援、そして学内での政策形成の支援ができればいいですけ

れども、なかなかこれは敷居が高い話です。 

 

 

IRの概念と機能

• IRとは「機関の計画立案、政策形成、意思決定を支
援するための情報を提供する目的で、高等教育機
関の内部で行われる調査研究」Saupe(1990)

• 求められる役割の類型 Thorpe(1999)

• 計画策定支援(planning support)
• 意思決定支援(decision making support)
• 政策形成支援(policy formation support)
• 評価活動支援(assessment support)
• 個別テーマの調査研究(conducting research studies) 
• データ管理(data management)
• データ分析(data analysis)
• 外部レポート(external reporting)
• 内部レポート(internal reporting)
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多くの大学では、例えばこの

評価活動が注任になります。評

価ではいろんなデータを使いま

すから、評価書を書くという話

ではなく、その評価書を書くた

めに必要な整理されたデータを

提供するというのが、一つの大

きな柱としてよく語られます。

あとは個々の学生の動向等も含

めて、昨日は本田さんのほうか

らアセスメントの話がありまし

たが、例えばそういう個別の調

査に携わるだとか、その一番基

本的なところとしてはデータです。学内からデータを集めて、それを場合によっては整理して分

析するというような役割を果たします。それをベースにしながら外部レポート、大学の中にレポ

ートを提出するというようなことが一般的には求められているという話ですが、アメリカにおけ

る IR オフィスが全てこれを満たしているかというと、そういう話ではないということをまずご

理解ください。大学によって随分違うということです。 

 このように Thorpe の中では並列的に語られているわけですけれども、実はここには階層性が

あるということもご理解いただけるかと思います。どういうことかといいますと、一番基本の部

分はやはりここ、データ管理、データ分析です。データがなければそもそも活動が成り立たない

ので、データを集めて管理し、場合によってはそれを分析するというのが一番ベースにあります。

そして場合によってはアセスメントです。定性的なデータというものが必要になる場合もありま

すし、さまざまな形で必要な情報を集めてくるという活動がまずベースにあります。それを踏ま

えながら、基礎にしながら、執行部なり、日本の大学でいえば、例えば学部等々に対して必要な

情報を提供する。場合によってはアメリカであれば、ランキングをはじめいろんな情報が大学に

対して求められますけれども、それを定められたフォーマットに従って外に出していくという活

動もあります。そしてこれは毎年というわけではないですが、日本でいうところの認証評価にあ

たる Accreditation がありますけれども、そのAccreditationの時期になってくるとその評価書作

成、自己評価書作成のために必要なデータを整理し提供するという活動がなされるということで

す。 

 ところが大学の現状を把握するためのデータですから、考え方によってはそれをベースに計画

の策定だとか、日々の意思決定だとか、または大きくは学内での何らかの政策を形成していくた

めの基本情報、またそういうことを決定することを支援する、促すための情報を提供するという

ことも一つのミッションといいますか、方向性として議論はされているわけです。ただこれを実

際にやろうとすると、まず基本的なこういう活動をベースに上の三つの活動が展開されるはずで

すけれども、もうここで手一杯ということも実は多いわけです。そしてなおかつ計画策定や意思

決定、政策形成を支援しようと思うと、もう少し違うスキルというものを求められますし、組織

の位置付け等も含めてですけれども、もう少し言いますと、大学の中でなされる意思決定のプロ

Thorpeによる 機能の９類型は並列して語ることが難しく、階層性が存在している

評価活動支援

データ管理
データ分析

個別テーマの調査研究

外部レポート
内部レポート

計画策定支援

意思決定支援 政策形成支援

IR機能の関連性と階層性

ここには大きなギャップが存在する
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セスの中に IR の部署の活動というのがキチッとこう組み込まれないと、なかなかここは難しい

ということも考えられるわけです。ですから非常に大きなギャップが存在するというふうに考え

られます。 

 

 そうしますとアメリカの中で

どのように IR の活動が展開して

きたのかというのを簡単にまと

めたのが、これに当たります。

実は元ネタがありまして、IR の

ハンドブックというのを翻訳し

て出させていただいております

けれども、そこに書かれている

内容を簡単にまとめたものです。

この歴史的な展開をどうまとめ

るか、論者によって少し違いは

ありますけれども、その本の中

では三つの段階に分けて整理さ

れていました。 

 一つが1950年代から60年代にかけての、どう言えばいいんですかね、IRオフィスが各大学、

アメリカなんかで作られていく、そういう時期があるわけです。だんだん動きが目に見える形で

盛り上がっていく時期です。それが 50 年代から 60 年代ということで、背景としてはベビーブー

マー世代なので学生が急増する。それに合わせて大学の中で建物の整備、キャンパス整備だとか、

事業計画の立案等々も含めて、年ごとに入学する学生数が増えていきますので、その多角的計画

が必要になってくるということもあって、IR オフィスが立てられてきたというふうに語られて

います。大体この時期に主だった大学には IR オフィスが設置されたようです。 

 そして第 2 段階としては 70 年代から 80 年代にかけてですが、ベビーブーマーの世代が過ぎた

後、当然のごとく大学に入学する人たちの数というものが減少していくわけです。それとともに

州政府からの補助金、特にここでいう補助金というのは日本の大学でいう運営費交付金という意

味ではなくて、昨日も川嶋先生からPell Grantという話が少し出てきましたが、学生に対する奨

学金です。多くの学生が連邦政府から提供される奨学金を受給していますので、実はそこが少し

ずつ減少されていく。となると入学者にも大きな影響を及ぼします。はっきり言いますと、大学

の経営的な観点というのが、この 70 年代から 80 年代に強く出ていくということです。ですから

そこに対してデータを用いていろんな支援を行うというのが、IR の一つの大きな業務として立

ち上がってくるということのようです。 

 余談ですけれども、例えばアメリカの私立大学はそういう状況を凌ぐために何をやったかとい

うと、授業料を値上げしていったという話です。特に東部にある伝統的な大学は、急速にこの時

期授業料が高くなっていくということを経験しています。 

 第 3 段階としては 1980 年代以降ですけれども、みなさんもご存じのように、大学に対する説

明責任というものが強く要求されるような時代になってきたということです。どこからといいま

米国ＩＲの歴史的展開

• 第1段階（1950～1960年代）
– 学生の急増とそれに適合的なキャンパスプランの策

定

– ＩＲ室の急増

• 第2段階（1970～80年代半ば）
– 18歳人口の減少と州政府からの補助金減少

– 個別大学のマネジメントの改善と費用削減

• 第3段階（1980年代後半以降）
– 説明責任の要求（教育や学習の成果を州政府やア

クレディテーション団体へ提供）

7
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すと、広くは社会なんですけれども、直接的には大学を管理している、いや管理という言い方は

ちょっと変ですかね、管轄しています州政府です。そしてそれとともに地域別の Accreditation

団体、ここから特に教育面の要求が自然と高まっていくという話です。 

 大きくは大体こういう三つのステージに分けて展開していく。ただそのアメリカの IR は、そ

れぞれの段階で求められる役割を少しずつ広げていきながら、付け加える形で複雑化していくと

いうことが言えるかと思います。 

  

そうすると、ちょっとまとめ

という話になりますけれども、

先ほど九つの類型の話をしまし

たが、先ほども説明したように

これはあくまでも包括的なもの

であって、全ての大学でああい

う役割が果たされているかとい

うと、そうではないということ

をまずご留意いただきたいと思

うのですね。例えばということ

ですが、これは日本語でも読め

ます。スウィングさんが書いた

2005 年機構のジャーナルに載っ

た論文は、山田先生が翻訳したものとして載っていますが、アメリカの大学の IR オフィスの多

くは、大体 6 割は 1 名から 2 名程度の担当者で担っているということです。、そういうことを考

えると、当然先ほどの Thorpe の九つの類型の中のデータの管理分析と、内部・外部に対するレ

ポートの提供と、そこだけでももう手一杯という話です。 

 最近は日本の状況とは随分と違っていて、データの収集、または管理というのはあんまり IR

オフィスというのはやらないんです。例えば国レベルでは IPEDS というところがあって、そこ

にデータ提供をしていろんな大学のデータを比較することができるようになったんです。そうい

うデータベースが整っています。そして州によって、私が見てきたレベルで言うと、例えばミネ

ソタ州だとかメリーランドとかテネシーだとかちょっと見てきましたけれども、基本的には州の

高等教育委員会がデータベースを持っていて、そこに学生の成績データをはじめ、いろんなデー

タが実はもう集められています。ですから各大学の IR 担当者はそのデータベースにアクセスし

てデータを取り出して、自分の大学と他の大学との状況を比較したり、またはある課題に沿って

データを整理したりするということができるんです。そのために大学レベルでもデータベースと

いうのが基本的には構築されていて、IR 担当者はそこからデータを取り出してレポートを作成

するというのが主な業務になっているということです。ここがやはり日本と随分違うところで

す。 

  

 

 

個別の文脈に依存するIR業務

• Thorpeによる9つの類型は包括的なものであ
り、全ての大学で行われているものではない

• 米国大学の多くのIR室（６０％）は1，2名のIR
担当者によって担われており、内外のレポー
ト作成に追われている（スウィング、2005）

• データ収集・管理については、国レベルでは
IPEDS、州によっては大学の成績データを管
理するシステム、大学レベルではデータベー
スが構築されており、IR担当者はそれらを活
用してデータ分析・レポート作成を行う

8
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２．日本における IR の変遷と現状 

ではちょっと駆け足ですけれども、アメリカの状況を踏まえた上で、じゃあ日本はどうなのか

という話にちょっと移っていきたいと思います。 

 

先ほど日本の中で一体いつく

らいから IR の話が出てきたのか

というと、1970 年前後だという

話をしましたが、実はここに書

いてあるように広島大学大学問

題調査室というのが、広島大学

に作られます。これが1970年で

す。恐らくこれが組織として形

になって見えてきた最初の事例

だろうというふうに一般的には

言われています。実はここが今

の広島大学の教育研究センター

の母体になっているんです。 

ただその大学教育センターには大きく分けて二つの類型があって、一つは広島や筑波、東京あ

たりを中心にですけれども、名古屋もそうかな、高等教育研究機関として研究センターという役

割を担っているところがある一方で、九大もそうでしたが、この神戸もそうですかね。共通教育

ですね。全学教育という場合もありますが、または授業評価アンケート、さらには FD ですね、

こういったものを企画実施する機関という位置付けを持っている大学教育センター、大体この 2

種類があるわけです。そうすると 1 番目の研究を行うセンターというのは、広島大学はその典型

ですが、最初のアメリカの IR を見習って、大学の中のさまざまな情報を集めて課題を抽出する、

または大学の現状を把握するという活動を行っていたにも関わらず、途中からやっぱり高等教育

研究というところにシフトしていった機関ですから、こういう機関になると、IR を担うという

話にはもうならなくなって、完全に研究機関になっている。ところがよくよく考えると、この 2

番目の性格を持ったセンターでは、この授業評価等々はアセスメントの領域なので、アセスメン

トというのは IR の機能の一部になります。ですからそういうものを担う組織として理解するこ

とができるわけです。 

 

 

日本におけるIRの端緒１

• IRの端緒：広島大学問題調査室（1970年）→
高等教育研究機関へと変貌

• 大学教育センターの2類型：①高等教育研究
機関、②共通教育、授業評価、FDを担う実施
機関

• ②の性格を有する大学教育センターはIR機
能の一部を担っている

10
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ただその一方で、流れとして

は国立大学の法人化前後から評

価室というものが設置されて、

そこでも IR の一部、評価、支援

という形で機能を担うという動

きが出てきます。つまり日本の

中では大きく分けると、組織と

いうレベルで見ると、評価室、

ないしは教育系のセンターとい

うところの二本立てで動いてい

るというふうにも理解できます。

ここはアメリカと多分大きく違

うところです。評価支援活動を

軸に評価室ではデータ分析や内部レポートの作成、場合によっては中期目的・中期計画ですけれ

ども、そういう計画策定支援というのを行っていたわけです。今でもそうかもしれません。ただ

意思決定支援だとか政策形成支援は先ほどもお話ししたように、ほとんど想定されず、実は実施

されていないというのが多かったと思います。 

 

では日本のそういう IR や評価

の現状をまとめると、大体こう

いうことが言えるのかなと思っ

ています。まず一つ目は、本格

的な活動というものは国立大学

における評価室の活動がまず中

心になって行われてきただろう

ということは、一つ言えるかと

思います。というのも教育系の

センターは内部レポートの作成

等々を実はやっているようでい

て、そこがしっかりできていな

いという現状があります。私が

所属していたセンターもそうですけれども、授業アンケートを実施し、一応まとめはします。た

だあれは個々の教員にフィードバックして、個々の教員が改善を行うということを目的にまとめ

られているわけです。そうすると大学組織全体でどう扱うのかというのは非常に難しい問題で、

なかなか使えないということを考えると、やはりセンターと IR というからみで見ると、特に IR

的な機能というのは、評価室が割と担っているというふうに判断できると思います。特に評価で

作成される自己評価書をもとに改善を促そうというのが当初の目的だったとは思うんですけれど

も、実はそれはなかなか実行ができていない。効果的にはそこができていないという現状が、一

方ではあります。これは大きな課題といえます。 

日本におけるIRの端緒２

• 国立大学の法人化前後から、評価室が設置
され、IR機能の一部を担うこととなる

• 評価活動支援を軸に、データ分析・内部レ
ポート作成、計画策定支援が行われた

• 意思決定支援や政策形成支援はほとんど想
定されず実施されなかった（小湊・中井、
2007）

11

日本におけるIRと評価の変遷と現状１

• 本格的活動は国立大学における評価室の活動（評価
活動への支援のみならず、データの管理・分析とレ
ポート作成、計画策定支援等）

• 大学評価で作成される自己評価書をもとに、改善が
促進されたとは言い難い状況

• 教学系の各種調査やデータを扱う、大学教育センター
系の活動に着目（教育改善支援を促進させることを目
的）

• 単純なデータ集計・分析に関しては、事務各課でも実
施(活動自体が分散化されていたために、見えにく
かった)

• 近年、教育改善支援を中心として、IR室の設置が増え
ている

12
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 教学系の各種調査やデータを扱う大学教育センターですけれども、そこに特に山田先生あたり

を中心にしながらの活動に注目が集まっています。なぜ集まるのかといいますと、教育改善支援

というものを、それが当然、形としてなしていくだろうというふうに想定されるからです。日本

はですから教学 IR という言葉を使っている大学も、最近は多いようですけれども、そういった

ところはやはりこういうことを考えているんだろうというふうにも思われます。ただよくよく考

えてみると、単純なデータ集計や分析、経年比較等々は、何も評価室や教育研究センターだけで

はなくて、日本の事務部門の中でもいろいろと日常の活動の中で行われているわけですね。そう

いった意味でいけば、IR をどう定義するかにもよりますけれども、日本のチームの中に実は機

能としては少し埋め込まれている部分もあるのではないかという見方もあります。そういった意

味で、私もそうですけれども、日本の IR というのは、現状として、基本的には分散化している

というふうに言えなくもないと、そういうことを主張する方も居るわけです。それがそうである

がために、外からは見えにくいということもあるんです。 

 ただ近年は教育改善の支援というものを中心にして IR 室の設置が増えていると、一応形式的

にはなっていますが、本音の部分では恐らくそうではないです。例えば私立大学でいけば、どこ

でしたっけ、私大の予算を配分する、私学事業団ですね、私もフォーマットを見ましたが、IR

室を設置しているか、設置したら 3 ポイント、5 ポイントと、そういう非常に露骨なことをやっ

ていたり、最近国立大学でいけば、私大もそうですけれども、文科省が出す外部資金ですね。IR

を設置していますかだとか、または調書の中で今後の IR の展開をちゃんと書けというふうな指

示が出てきて、要は IR を一つの形にしていないとお金を出さないぞというくらいの姿勢で外部

資金の提供がなされるような、そういう状況にある意味大学は追い込まれている。大学が本来欲

してこういう形にするんだといってやるのであればいいんですけれども、渋々やらざるを得ない

ような状況っていうのが、特にここ 2 年強く出てきているというふうに感じます。 

 それに呼応する形で、各大学、慌ててという言い方は変でしょうけれども、とにかく IR 室と

いうものを表に出そうという動きが非常に強くなっている。果たしてそれがいいことなのか、悪

いことなのか、もう少し時間がたたないと分かりませんが、そういう状況だということです。 

 

そうすると、ここのまとめの

部分ですが、事務の中に、活動

の中に IR の機能が少し埋め込ま

れている部分もあるという話を

しましたが、外から見る形でい

えば、基本はこの評価と教学の

二側面から IR をとらえることが、

日本の一つの特徴として言える

のではないかということです。 

 そして、ただ活動としてはど

ちらかと言うとこちらです。デ

ータ収集と管理に注力している

日本におけるIRと評価の変遷と現状２

• IR活動の領域は評価と教学の２側面から取組が
行われている

• データ収集・管理とそれに基づくレポート作成を
行っている段階

• 将来的には計画策定支援や意思決定支援を視
野に活動を広げることを想定？

• 大学のマネジメントにおいて、意思決定プロセス
のどこにIRが具体的に関わって支援を行うのか
は暗中模索

• 改善のための自己評価は説明責任のための自
己評価へとシフト？

13
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ことがままあって、レポート作成というのも少しは行っていますが、ここはまだ十分には、なさ

れていないというふうにも言えるかもしれません。ただ先ほどいろんな大学で IR 室の設置が盛

んになっているという話をしましたが、そこの計画をいろいろ見てみると、かいつまんでしか見

ていませんが、将来的にはこの計画策定だとか意思決定の支援、場合によっては IR 室自体が大

学の戦略を練るみたいな、ちょっとよく分からないですけれども、そういったことを視野に入れ

た活動というものを想定している大学もあります。 

ただこれはあくまでも理想としてそういうのを言っているだけで、大学のマネジメントレベル

で見てみると、意思決定プロセスのどこに IR を具体的に位置付けて関わらせるのかという制度

設計ですが、ここがしっかりできているのかというと、ここはやはりなかなか難しいというふう

にも判断できます。ですからここが定まらないと、最終的な目標として掲げている計画策定、意

思決定の支援というのはなかなか難しいのではないだろうかというふうにも思います。あと評価

という観点で見れば、改善のための自己評価であったはずなんですけれども、特に国立大学法人

の中期目標・中期計画の第 1 期目の扱いを見ると、説明責任のための自己評価という形へとシフ

トしていっているようにも思います。 

 

３．日本型 IR を展望する 

では最後に、日本の大学、今のような状況を踏まえながらということですが、どう考えていけ

ばいいのかということをお話ししたいと思います。最初に申し上げておきますが、結論はありま

せん。あくまでも考えるヒントになればいいのかなというくらいの情報提供です。 

 

今までお話ししたように IR 活

動を組織的に行っている事例は、

日本は極めて少ないです。日々

の業務の一環として行われてい

る部分もありますが、組織化が

進んでいるわけではなく、外か

らはなかなか見えにくいです。

米国の話をちょっとしましたけ

れども、業務領域は時代の変遷

とともに、そのニーズに合わせ

て徐々に広げていっていたんで

すけれども、日本の大学では短

期間にアメリカの IR が担ってい

るような役割の多くを形にしてしまおうという動きが一方であります。これはなかなか厳しい状

況です。教育改善だとか計画策定そのものを実施するものとして構想される場合もあって、果た

してこれは IR と言っていいのかどうかという話もありますが、少なくとも大学の中でそういう

ニーズがあるということなのかもしれません。これは現状としてあります。 

 

日本におけるIR活動の特徴

• IR活動を組織的に行っている事例は少な
い？

• 日々の業務の一環として行われているものも
多く、組織化が進んでおらず、外からは見え
にくいものとなっている

• 米国では時代の変遷とともに、業務領域を
徐々に広げてきたのに対し、日本では多くの
役割を担わされようとしている

• 教育改善や計画策定そのものを実施するも
のとして構想される場合もある

15
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 じゃあそういった状況を踏まえ

てどのような IR 組織を展望する

のかということですけれども、ま

ず物理的な制約という点からいく

と、担当者の数とそれを担う担当

者の能力、または使えるさまざま

な技術に当然の如く依存します。

構想するのは自由ですし、誰でも

思い描くことはできますが、実際

それを形にしていくとなると物理

的な制約というのがいっぱい出て

くるわけです。結構これを無視す

るわけにはいかない。そうすると

個々の大学が置かれている文脈を理解した上で、誰が何のためにどういうデータを要求している

のか。そしてそれをどう使っていくのかということを考えたときに、データを提供する側がどう

いう手段を講じればよいのかというのを真剣に検討する時期に来ているんだろうと思います。そ

うでなければ、レポートを出したんだけれど全然見てもらえないとか、使えなかったという話に

やっぱりなるわけです。そうすると受け取る側も出す側もお互い不幸です。 

事務の中にも埋め込まれているという観点で見ると、分散した機能というふうにも言えます。

それは決して悪いことではないとも思います。なぜか？ 組織に関わるコストを減らすことにつ

ながるからですね。これははっきりアメリカの、さっき言ったSaupeという人が定義を出してい

ましたが、あの中で言っているんです。それはだから大学によって判断しなきゃいけないという

ことで、室を作ってそこに人を配置するということは、それだけでもコストがかかります。だけ

れども一般の業務の中にいろいろ業務を割って埋め込むというのは、通常の業務の中で処理して

いくという形になりますから、特段コストが掛からないということです。ただどうやって連携を

取っていくのかという問題は、一方であります。だからそこはいろいろと考えなきゃいけないん

です。だから日本の大学の場合は、業務の重複だとか、組織横断的な業務への対処っていうのを、

もしこの分散したままでいこうと思うと、ここをどう設計するのかということを相当真剣に考え

ないと活動がつながっていかない可能性があります。 

 

 

IR活動をどうとらえるのか

• どのようなIR組織を展望するのかは、担当者の数とそ
れを担う担当者の能力、使える技術に依存する（IRの
生態系）

• 大学の文脈を理解したうえで、誰が何のためにどのよ
うなデータを要求しているのか、そしてそのためにど
のような手段を講じればよいのかを検討する必要が
ある

• そうでなければ、集めて整理したデータは価値を持た
ず（情報とならない）、使われない

• 分散した機能は組織にかかるコストを節約することに
つながるが、業務重複、組織横断的業務への対処、
大学を俯瞰するといった点での困難が予想される

• では、組織化するとなるとどうなるのか？
16
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じゃあ組織化すると

いうのは一つの手です

けれども、それはどう

なるのかということで

す。これは人の考えを

借りています。日本語

で読めるのでいけば、

IR のハンドブックなん

かにあります。実はこ

の元ネタは Volkwein と

いうアメリカの研究者

ですが、Volkwein がア

メリカの大学の調査を

踏まえながらこんな動

きがあるということを

言っています。縦軸が規模です。規模が大きいか、小さいかです。横軸がその IR の形というも

のが未発達だったり発達して、場合によっては分権化、広がっていたり、一つのところに集権化

しているかという軸で分けたときに、実はアメリカの IR オフィスはこのような形で動いてきて

いるというのを一つの傾向として Volkwein は指摘しています。今でも 1 人 2 人の組織というの

は多いんですけれども、それからだんだんに組織が大きくなっていって、最終的にはこの官僚制

的な専門家が集まった集団として活動するという形です。ただ伝統的な大学に関していけば、こ

の分散しているという形も時々指摘されていますが、Volkwein 自身は活動の効率化を考えると

専門的な官僚制のあり方というのが一番効率がいいだろうというふうに言っていますが、ただこ

れは大学の文脈に依存することになります。 

 

そう考えると、アメリカの大

学の文脈と日本の大学の文脈と

いうのは、当然大きく異なりま

す。学生の扱い方一つをとって

もそうです。日本は定員がある

のに対して、アメリカはないん

ですから、受け入れはいつでも

自由です。ただしたくさん受け

入れようとすると、そのリソー

スをキチッと配分しなきゃいけ

ない。そこに計画が生まれると

いうだけの話かもしれませんけ

れども。だからアメリカとは相

当に違うので、アメリカの事例というのはあくまでも参考程度にしかならないということです。

米国IRの生態系（組織類型）

比較的未発達／分権化 比較的発達／集権化

比
較
的
小
規
模

手工業的（職人的）構造
・ 1～2人の組織
・ 多くが博士学位を有していない。

・ ルーティン的な報告業務や適度の
量の計算業務を負わされる

・ 学生数5,000人以下の高等教育機
関

非官僚制
・ 2～3人の組織

・ 博士はわずかで、ほとんどが修士の学
位と経験を有する

・ フラットな階層、単純な構造、最低限
に特化された組織

・ タスクは様々（研究プロジェクト）

比
較
的
大
規
模

分散型
・ 研究大学では最も共通している。

・ 部局長や副学長がそれぞれのニー
ズに対して、自らの専門家やス
タッフに研究させる分権化された
状態

・ エンロールマネジメント、予算配
分の予想、学生生活の研究など、
ゆるい調整をしながらの活動もあ
る。

専門的官僚制
・ IR活動が一つの組織に集権化されてい

る場合には、最も共通した形
・ 最低限4人の専門家
・ 博士の学位と長年の経験を有する

・ 適度な官僚的構造（階層、仕事の部門、
専門化）

・ 洗練された研究プロジェクトをIR組織
が集権的に行う

ハワード（2012） 17

IR活動の展望１

• 米国大学の文脈と日本の大学の文脈は大きく異
なる→アメリカの事例はあくまでも参考程度

• 現状、個々の取組が個別に行われていることが
多いため、それらをつなげることが必要

• 組織レベルでは、評価室と大学教育センターと
の連携

• 業務レベルでは、入試データ分析、履修調査、
授業評価、卒後調査等のデータから、学生の学
びを効果的なものにするための方策を検討する
等

18
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ここは強く強調していきたいと思います。 

 日本の中では個々の取り組みが個別に行われていることが多いために、それをつなげることが

やはり必要になってくる。これは先ほど申し上げた。組織レベルではさらに一つのきっかけとな

るのは評価室だったり大学教育センター等がありますが、これがバラバラに行われているのでは

やはり効率が悪い。何らかの形で連携を取る必要性があるかもしれません。業務レベルで見れば、

実はこれらは全部私も関わりましたけれど、入試データの分析、履修調査だとか授業評価、卒後

調査等々いろいろやってますよね。これを業務としてやると全部一つ一つで完結しますが、大学

の今後の改善、または教育改善ということを考えると、実はこれらをうまく使って現状を把握し、

何らかの形を提案していくということがこれからやはり強く求められるんだろうと思うわけです。

そういった意味でも横串を通すという話ですが、ここの方策はやはり検討することが大事です。

外向きには IR 室を作るのも大事かもしれませんけれども、でも実際はこういうところが非常に

大事なのではないかと思います。 

 

 IR に対するニーズです。そも

そもどういうデータがどういう

目的のために使われるのか、そ

こをやはり理解しないことには

データのまとめようがないとい

うこと、実はここが恐らく日本

の大学の中では一番難しいとこ

ろかもしれません。場合によっ

ては学部・学科等個別部署にデ

ータを提供することがあるかも

しれません。そのときに改善支

援が恐らく中心になるのかなと

いうふうにも思いますが、大学

によっては状況が違うかもしれません。全学に対しては計画策定だとか、先ほど政策形成、評価

支援が中心になるかもしれませんが、前にも述べたようにこの最初の二つはなかなか形にするの

が難しいと思います。 

 ただ気を付けていただきたいのは、これはあくまでも支援と書いてあります。ここはちょっと

大事なので、少し強調しておきたいと思うんですが、計画を策定する、または何らかの政策、形

でですね、プロジェクトを実際形にしていくというのは、その実施担当者が通常は居るはずです。

そこに IR 業務を担う人たちが入っていっていいのかという問題が一方であります。アメリカで

は絶対そういうことはしてないです。倫理綱領の中にちゃんと書いてあります。もしここに踏み

込んで自分たちがデータを作り分析して、計画して、それを実施するというところまで担うと、

例えば政権が変わったとき、状況が変わったとき、その責任は誰が負うのか？ 当然そのやった

人たちが負わなきゃいけません。IR はあくまでも支援というふうに位置付けられるのは、上が

どう変わろうと大学の目指す方向性のためにデータをキチッと提供するというところが役割なの

で、だからそこはやっぱり分ける必要があるというふうにアメリカでは考えられているんだろう

IR活動の展望２

• IRに対するニーズの整理（個別部署および全学）
とニーズを認識してもらうための働きかけが必要

• 学部・学科等の個別部署に関しては、改善支援
が中心？全学に対しては、計画策定支援、政策
形成支援や評価支援が中心？

• それを担う人材育成を同時に行う必要性

• 改善や改革を行う主体と支援を行う主体は異な
ることに注意が必要→IRをどのように位置づける
のかが問われている
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と思うわけです。ただ日本はなかなかその辺が区別されないまま議論されていることが多いので、

注意が必要かもしれません。一方で物理的な制約要因ですが、人材育成をどうするのか。こうい

うことも狙って今担当者集会をやってはいるわけですけれども、なかなかここには時間がかかる

かと思います。 

 繰り返しになりますけれども、改善改革を行う主体とその支援を行う主体は異なることに注意

が必要です。これによって IR の位置付け方が大学の中では変わってくる可能性もあるというこ

とですね。こういったことをちょっと気を付けながら考えていただければと思います。ちょっと

時間を延長して申し訳なかったんですが、これで話を終わりにしたいと思います。 

 

本田：小湊先生のご回答に関連して、私からも米国の事例を交えて説明を追加させていただきま

す。小湊先生が指摘されたように、IR 部署の役割と他部署の役割の線引きは重要です。という

のも、たまに日本に帰ってくると IR 幻想みたいなものがあって、「IR の人が計画を立てている

んですか」みたいな質問を受けたりします。ところが、そんなわけはありません。 

 IR 部署の役割は、あくまでもデータ収集や分析により、執行部や関連部署の課題発見や意思

決定の支援することです。私の例だと、学習成果の診断が主な仕事なので、学科会議では学習成

果の診断の設計について相談に乗り、副学長会議では一般教育の学習成果の診断プロジェクトの

進捗を報告します。以前、IR 部署に所属していたときは、学長会議で、卒業生調査の設問要旨

を設計して発表したり、ボルドリッジという組織管理のアンケート調査の結果を報告しました。

話しを簡単にまとめると、さまざまな会議の議題に対して、データ提供で支援して行きます。業

務の線引きに話を戻しますが、いくら私が学習成果の診断を主に先導していても、まさか学科の

カリキュラムや授業法改善まで先に立って改革しているわけではありません。そこは、もちろん

教員の業務範囲です。 

 米国にも理想の IR 像や役割についての議論は、主に特定の大学の古株の IR 管理職者が集まっ

て年次大会でパネル討論したり、たまに IR 特集の紀要を組んでいます。でも、これらは理想像

だということをご了承ください。たまには、鼻息荒く、改革の旗を振りまく IR のディレクター

も居るでしょう。例えば、その人が入学や学生の退学率について分析しています。自分がデータ

を持っていて、更に関連部署の業務内容を少し知っていると、ついつい解決策に口出ししたくな

るのも人情です。でも、それだと業務の線引きができなくなります。しかも、場合によっては関

連部署の統括者から煙たがられます。「ウチの業務の内容や人員体制も知らずに、よく言うよ

な・・・」ってな感じです（苦笑）。 

 日本の文脈に置き換えてみましょうか？評価室の方が入試分析したからといって、入試広報や

募集の改善案を立てて、実施しますか？学生調査をしたから、学生部の窓口に出て、模範となる

学生支援を実施するのでしょうか？無理ですよね？ 

  だからこそ、IR や評価部署は関連部署との業務の線引き、さらには協力体制が欠かせないわ

けです。 
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